
 地方自治法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例をここに公布する。 

  平成30年３月28日 

静 岡 県 知 事  川 勝 平 太 

静岡県条例第25号 

   地方自治法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 

 （静岡県監査委員に関する条例の一部改正） 

第１条 静岡県監査委員に関する条例（昭和25年静岡県条例第50号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

第２条 地方自治法（昭和22年法律第67号。以

下「法」という。）第196条第１項の規定による

議員のうちから選任する監査委員の数は、２

人とする。 

第８条 法第75条第１項、第98条第２項、第125

条及び第242条第１項の規定による請求に基づ

く監査、法第199条第６項及び第７項並びに第

235条の２第２項の規定による要求に基づく監

査並びに法第243条の２第３項の規定による監

査等をしようとするときは、当該請求又は要

求があった日から７日以内に、これに着手す

るように努めなければならない。 

２ （略） 

第２条 地方自治法（昭和22年法律第67号。以

下「法」という。）第196条第６項の規定による

監査委員の数は、２人とする。 

 

第８条 法第75条第１項、第98条第２項、第125

条及び第242条第１項の規定による請求に基づ

く監査、法第199条第６項及び第７項並びに第

235条の２第２項の規定による要求に基づく監

査並びに法第243条の２の２第３項の規定によ

る監査等をしようとするときは、当該請求又

は要求があった日から７日以内に、これに着

手するように努めなければならない。 

２ （略） 

 備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

 （静岡県職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

第２条 静岡県職員の退職手当に関する条例（昭和30年静岡県条例第２号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（勤続期間の計算） 

第７条 （略） 

２～４ （略） 

５ 第１項に規定する職員としての引き続いた

在職期間には、職員以外の地方公務員又は国

家公務員（国家公務員退職手当法（昭和28年

法律第182号）第２条に規定する者をいう。以

下同じ。）（以下「職員以外の地方公務員等」

と総称する。）が引き続いて職員となつたとき

におけるその者の職員以外の地方公務員等と

しての引き続いた在職期間を含むものとす

（勤続期間の計算） 

第７条 （略） 

２～４ （略） 

５ 第１項に規定する職員としての引き続いた

在職期間には、職員以外の地方公務員又は国

家公務員（国家公務員退職手当法（昭和28年

法律第182号）第２条に規定する者をいう。以

下同じ。）（以下「職員以外の地方公務員等」

と総称する。）が引き続いて職員となつたとき

におけるその者の職員以外の地方公務員等と

しての引き続いた在職期間を含むものとす



る。この場合において、その者の職員以外の

地方公務員等としての引き続いた在職期間に

ついては、前各項の規定を準用して計算する

ほか、次の各号に掲げる期間をその者の職員

以外の地方公務員等としての引き続いた在職

期間として計算するものとする。ただし、退

職により、この条例の規定による退職手当に

相当する給与の支給を受けているときは、当

該給与の計算の基礎となつた在職期間（当該

給与の計算の基礎となるべき在職期間がその

者が在職した地方公共団体等の退職手当に関

する規定又は特定地方独立行政法人（地方独

立行政法人法（平成15年法律第118号）第２条

第２項に規定する特定地方独立行政法人をい

う。以下同じ。）の退職手当の支給の基準（同

法第48条第２項又は第51条第２項に規定する

基準をいう。以下同じ。）において明確に定め

られていない場合においては、当該給与の額

を退職の日におけるその者の給料月額で除し

て得た数に12を乗じて得た数（１未満の端数

を生じたときは、その端数を切り捨てる。）に

相当する月数）は、その者の職員としての引

き続いた在職期間には含まないものとする。 

 (1) （略） 

 (2) 他の地方公共団体又は特定地方独立行政

法人（以下「地方公共団体等」という。）

で、退職手当に関する規定又は退職手当の

支給の基準において、当該地方公共団体等

以外の地方公共団体若しくは特定地方独立

行政法人の公務員又は一般地方独立行政法

人（地方独立行政法人法第８条第３項に規

定する一般地方独立行政法人をいう。以下

同じ。）、地方公社若しくは公庫等（国家公

務員退職手当法第７条の２第１項に規定す

る公庫等をいう。以下同じ。）（以下「一般

地方独立行政法人等」という。）に使用され

る。この場合において、その者の職員以外の

地方公務員等としての引き続いた在職期間に

ついては、前各項の規定を準用して計算する

ほか、次の各号に掲げる期間をその者の職員

以外の地方公務員等としての引き続いた在職

期間として計算するものとする。ただし、退

職により、この条例の規定による退職手当に

相当する給与の支給を受けているときは、当

該給与の計算の基礎となつた在職期間（当該

給与の計算の基礎となるべき在職期間がその

者が在職した地方公共団体等の退職手当に関

する規定又は特定地方独立行政法人（地方独

立行政法人法（平成15年法律第118号）第２条

第２項に規定する特定地方独立行政法人をい

う。以下同じ。）の退職手当の支給の基準（同

法第48条第２項又は第51条第２項に規定する

基準をいう。以下同じ。）において明確に定め

られていない場合においては、当該給与の額

を退職の日におけるその者の給料月額で除し

て得た数に12を乗じて得た数（１未満の端数

を生じたときは、その端数を切り捨てる。）に

相当する月数）は、その者の職員としての引

き続いた在職期間には含まないものとする。 

 (1) （略） 

 (2) 他の地方公共団体又は特定地方独立行政

法人（以下「地方公共団体等」という。）

で、退職手当に関する規定又は退職手当の

支給の基準において、当該地方公共団体等

以外の地方公共団体若しくは特定地方独立

行政法人の公務員又は一般地方独立行政法

人（地方独立行政法人法第８条第１項第５

号に規定する一般地方独立行政法人をい

う。以下同じ。）、地方公社若しくは公庫等

（国家公務員退職手当法第７条の２第１項

に規定する公庫等をいう。以下同じ。）（以

下「一般地方独立行政法人等」という。）に



る者（役員及び常時勤務に服することを要

しない者を除く。以下「一般地方独立行政

法人等職員」という。）が、任命権者若しく

はその委任を受けた者又は一般地方独立行

政法人等の要請に応じ、退職手当を支給さ

れないで、引き続いて当該地方公共団体等

の公務員となつた場合に、当該地方公共団

体等以外の地方公共団体若しくは特定地方

独立行政法人の公務員又は一般地方独立行

政法人等職員としての勤続期間を当該地方

公共団体等の公務員としての勤続期間に通

算することと定めているものの公務員（以

下「特定地方公務員」という。）が、任命権

者又はその委任を受けた者の要請に応じ、

引き続いて一般地方独立行政法人又は地方

公社で、退職手当（これに相当する給与を

含む。以下この項において同じ。）に関する

規程において、地方公務員又は他の一般地

方独立行政法人等職員が、任命権者若しく

はその委任を受けた者又は一般地方独立行

政法人等の要請に応じ、退職手当を支給さ

れないで、引き続いて当該一般地方独立行

政法人又は地方公社に使用される者となつ

た場合に、地方公務員又は他の一般地方独

立行政法人等職員としての勤続期間を当該

一般地方独立行政法人又は地方公社に使用

される者としての勤続期間に通算すること

と定めているものに使用される者（役員及

び常時勤務に服することを要しない者を除

く。以下それぞれ「特定一般地方独立行政

法人職員」又は「特定地方公社職員」とい

う。）となるため退職し、かつ、引き続き特

定一般地方独立行政法人職員又は特定地方

公社職員として在職した後引き続いて再び

特定地方公務員となるため退職し、かつ、

引き続き職員以外の地方公務員として在職

使用される者（役員及び常時勤務に服する

ことを要しない者を除く。以下「一般地方

独立行政法人等職員」という。）が、任命権

者若しくはその委任を受けた者又は一般地

方独立行政法人等の要請に応じ、退職手当

を支給されないで、引き続いて当該地方公

共団体等の公務員となつた場合に、当該地

方公共団体等以外の地方公共団体若しくは

特定地方独立行政法人の公務員又は一般地

方独立行政法人等職員としての勤続期間を

当該地方公共団体等の公務員としての勤続

期間に通算することと定めているものの公

務員（以下「特定地方公務員」という。）

が、任命権者又はその委任を受けた者の要

請に応じ、引き続いて一般地方独立行政法

人又は地方公社で、退職手当（これに相当

する給与を含む。以下この項において同

じ。）に関する規程において、地方公務員又

は他の一般地方独立行政法人等職員が、任

命権者若しくはその委任を受けた者又は一

般地方独立行政法人等の要請に応じ、退職

手当を支給されないで、引き続いて当該一

般地方独立行政法人又は地方公社に使用さ

れる者となつた場合に、地方公務員又は他

の一般地方独立行政法人等職員としての勤

続期間を当該一般地方独立行政法人又は地

方公社に使用される者としての勤続期間に

通算することと定めているものに使用され

る者（役員及び常時勤務に服することを要

しない者を除く。以下それぞれ「特定一般

地方独立行政法人職員」又は「特定地方公

社職員」という。）となるため退職し、か

つ、引き続き特定一般地方独立行政法人職

員又は特定地方公社職員として在職した後

引き続いて再び特定地方公務員となるため

退職し、かつ、引き続き職員以外の地方公



した後更に引き続いて職員となつた場合に

おいては、先の職員以外の地方公務員とし

ての引き続いた在職期間の始期から後の職

員以外の地方公務員としての引き続いた在

職期間の終期までの期間 

 (3)～(7) （略） 

６～９ （略） 

務員として在職した後更に引き続いて職員

となつた場合においては、先の職員以外の

地方公務員としての引き続いた在職期間の

始期から後の職員以外の地方公務員として

の引き続いた在職期間の終期までの期間 

 (3)～(7) （略） 

６～９ （略） 

 備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

 （昭和天皇の崩御に伴う職員の懲戒免除及び職員の賠償責任に基づく債務の免除に関する条例の一部改 

正） 

第３条 昭和天皇の崩御に伴う職員の懲戒免除及び職員の賠償責任に基づく債務の免除に関する条例（平成

元年静岡県条例第47号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（職員の賠償責任に基づく債務の免除） 

第３条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第

243条の２（地方公営企業法（昭和27年法律第

292号）第34条において準用する場合を含む。）

の規定による職員の賠償責任に基づく債務で

昭和64年１月７日前における事由によるもの

は、将来に向かって免除する。 

（職員の賠償責任に基づく債務の免除） 

第３条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第

243条の２の２（地方公営企業法（昭和27年法

律第292号）第34条において準用する場合を含

む。）の規定による職員の賠償責任に基づく債

務で昭和64年１月７日前における事由による

ものは、将来に向かって免除する。 

 備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

 （静岡県立静岡がんセンター事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第４条 静岡県立静岡がんセンター事業の設置等に関する条例（平成14年静岡県条例第45号）の一部を次の

ように改正する。 

改正前 改正後 

（議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第６条 法第34条において準用する地方自治法

（昭和22年法律第67号）第243条の２第８項の

規定によりがんセンター事業の業務に従事す

る職員の賠償責任の免除について議会の同意

を得なければならない場合は、当該賠償責任

に係る賠償額が100万円以上である場合とす

る。 

 （議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第６条 法第34条において準用する地方自治法

（昭和22年法律第67号）第243条の２の２第８

項の規定によりがんセンター事業の業務に従

事する職員の賠償責任の免除について議会の

同意を得なければならない場合は、当該賠償

責任に係る賠償額が100万円以上である場合と

する。 

 備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

 （静岡県公立大学法人評価委員会条例の一部改正） 

第５条 静岡県公立大学法人評価委員会条例（平成18年静岡県条例第29号）の一部を次のように改正する。 



改正前 改正後 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方独立行政法人法（平

成15年法律第118号）第11条第３項の規定に基

づき、静岡県公立大学法人評価委員会（以下

「委員会」という。）の組織及び委員その他の

職員その他委員会に関し必要な事項を定める

ものとする。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方独立行政法人法（平

成15年法律第118号）第11条第４項の規定に基

づき、静岡県公立大学法人評価委員会（以下

「委員会」という。）の組織及び委員その他の

職員その他委員会に関し必要な事項を定める

ものとする。 

 備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

   附 則 

 この条例は、平成32年４月１日から施行する。ただし、第１条中静岡県監査委員に関する条例第２条の改

正並びに第２条及び第５条の規定は、平成30年４月１日から施行する。 


